
農政の動き ２０１６年１月２９日 

 

▼「農政新時代」元年の予算決定 

 

▼本予算と補正予算で計２兆７１００億円を確保 

 環太平洋連携協定（ＴＰＰ）発効を見据え、政府は２０１６年を「農政新時代」元年と位置付け、競

争力強化や輸出拡大など農業の成長産業化に向けた“攻めの農政”を推進する。１６年度予算と１５年

度補正予算では、農林水産関係に総額２兆７１００億円を計上。特に補正予算では、ＴＰＰ関連対策に

３１２２億円を措置し、政府の「総合的なＴＰＰ関連政策大綱」に基づいて経営感覚に優れた担い手の

育成や国際競争力のある産地の促進、畜産・酪農収益力強化、輸出促進など体質強化策を実行する。 

 

▼産地パワーアップ事業を創設  

 補正予算におけるＴＰＰ関連対策の目玉が、産地の競争力強化を目的に創設する「産地パワーアップ

事業」だ。５０５億円を措置し、地域の営農戦略に位置付けられた意欲ある農業者などを対象に、高収

益な作物・栽培体系への転換に必要な機械・機器のリース導入経費や改植時の経費、資材導入経費など

を補助する。基金化も図り、複数年度の事業実施を可能とするなど弾力的に運用する。 

 

▼担い手支援を充実 

 担い手の育成では、「担い手確保・経営強化支援事業」（５３億円）で、経営発展を促す機械・施設の

導入を進めるほか、「担い手経営発展支援金融対策」（１００億円で基金化）で、経営発展のための資金

の実質無利子化などを図る。 

 「中山間地域等担い手収益力向上支援事業」（１０億円）では、中山間地域などで収益力向上へ高収

益作物の導入などを支援。また、農地の大区画化・汎用化の推進には３７０億円を措置し、出資を通じ

て農業法人を支援する投資育成事業には１０億円を確保した。 

 

▼畜産クラスターは対象要件を緩和し、基金化 

 ＴＰＰで最も大きな打撃が懸念される畜産・酪農の対策では、畜産クラスター計画に位置付けられた

中心経営体の機械のリース導入などを支援する「畜産・酪農収益力強化整備等特別対策事業」に、６１

０億円を確保した。基金化するとともに、法人化要件を緩和して①青色申告の実施②後継者がいる（経

営者が４５歳未満含む）③知事特認を得る――を満たす家族経営も対象とした。和牛受精卵・性判別精

液の活用などを推進する「畜産・酪農生産力強化対策事業」（３０億円）や、既往負債の借り換えによ

る利子補給などを措置する「畜産経営体質強化支援資金融通事業」（２０億円）も盛り込んだ。 

 ただ、これら主要事業は、全て地域の計画などに位置付けられた認定農業者や法人などに対象が限ら

れている。強い農業”や“農業の成長産業化”を掲げる政府は、担い手に絞った農政の展開を鮮明にす

るが、ＴＰＰの影響は高齢農家や小規模農家にも及ぶ。農政新時代が、地域を下支えする多様な農家の

切り捨てになってはならない。 


